
応急対策期（発災直後～１か月程度） 災害対策本部

１ 「事前復興まちづくり計画」における復興組織の概要

復旧・復興期(１か月以降) 復興本部
（条例の制定が必要）

高知市南海トラフ地震対策
業務継続計画
（BCP）

復興まちづくり計画
（事前復興まちづくり計画を基に策定）

※災害対応の進行に伴い，被災地域の再建・復興を図る業務を行うため，災害対策本部と復興本部が同時に設置されることが想定される。

応急対策期 復旧・復興期

【災害対策本部から復興本部への移行時期】

災害対策本部

復興本部

発災

復興組織 資料10
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復興本部

本部⾧（市⾧）

副本部⾧（副市⾧）

本部員（全部局⾧）

・
総
務
部

・
防
災
対
策
部

・
災
害
復
興
部
（※

）

・
財
務
部

・
市
民
協
働
部

・
健
康
福
祉
部

・
こ
ど
も
未
来
部

・
環
境
部

・
商
工
観
光
部

・
農
林
水
産
部

・
都
市
建
設
部

・
会
計
管
理
者

・
上
下
水
道
局

・
消
防
局

・
教
育
委
員
会

・
行
政
委
員
会

 南海トラフ地震が発生した場合，本市では揺れや津波による甚大な被害が想定されており，震災からの復興業務は多岐
にわたり，部局横断的な対応が求められる。

 東日本大震災で被害の大きかった自治体（宮城県石巻市～岩手県釜石市）を視察し，早期復興・市民の不安解消をする
ため，復興に100%専念できる新しい部を創設し，専門のチームを設置することが重要であることを確認した。

 発災後，復興に向けた業務を全庁で一体的かつ迅速に推進するため，災害対策本部とは別に，市⾧を本部⾧とした「復
興本部」を設置する。

２ 復興組織に関する事前整備の必要性

３ 復興本部の体制

 「復興本部」は、庁内における復興業務に関する意思決定機関として，本市の目指す復興後の姿を明確に示した復興方
針や多岐にわたる各種復興業務を総合的かつ迅速に推進する。

 被災状況により，本市における復興業務推進の司令塔として，各部局の統括，特に横断的又は新たな視点での対応が必
要となる分野を専任で所管する「災害復興部」の設置を検討する。

 「復興本部」の設置期間は，復興期間の目標である約８年を目途とする。

被災状況や復旧・復興のフェーズの移行に
より，必要に応じ，職員定数に関する条例
や事務分掌に関する条例の例規の整備等を
行う。

※
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既存各部局 災害復興部

役 割 ・災害復興部が所管する業務以外。 ・復興業務の全庁的な総合調整。

・地域防災計画等に位置付けられた業務のうち，統一的
に所管することが特に効率的・効果的な業務。

分担基準 ①復興対応であっても，業務目的や趣旨が通常業務と同
一と考えられる業務。

②専門性やノウハウ，市民・事業者との関係性等の観点
から，通常業務と連動して対応したほうが効率的・効果的
と考えられる業務。

①事務手続や根拠法令等が，通常業務とは特に異なる
復興期特有の業務。

②複数の部局で対応が必要な業務等であって，統一的に
所管することが効率的・効果的な業務。

人 員 ・従来定数をベースとして，業務の増減に応じて調整。 ・各部局から必要に応じた人数を異動配置。不足分は庁
外からの応援職員等を配置。

 災害後の復旧・復興期においては，各部局は通常業務に加えて，復興業務への対応が必要となる。
 人員については，当面の期間，国や他自治体等からの応援職員が期待できるものの，効率的・効果的に業務に対応して
いくことが不可欠となるため，新たに災害復興部（仮称）を設け，復興業務の司令塔的な役割を果たす必要がある。

 通常業務と復興業務を振り分け，または統一的に対応することが望ましい業務についての基準を以下に示す。

４ 災害復興部の事務分担

事務分担の必要性

事務分担の基準
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５ 災害復興部における各課の役割・体制

（１）復興総務課
・復興本部の運営
・被災者からの相談の受付及びり災証明の発行
・国，県等の連絡及び調整
・用地調整に関すること

（３）住宅再生課
・応急仮設住宅の供給
・災害公営住宅の供給
・建設地の確保

高知市災害復興部（案）

部⾧

副部⾧

復
興
総
務
課

住
宅
再
生
課

※新組織は，被災状況や市民のニーズにより，
段階的に組織化する。

市
街
地
再
生
課

（４）市街地再生課
・防災集団移転促進事業

【参考】和歌山市事前復興計画における庁内組織

復
興
政
策
課

・復興方針の策定
・復興計画の策定
・復興委員会の運営
・復興に関する条例，規則の制定
・災害復興部の予算に関すること

（２）復興政策課

※上記以外の復興に関する業務は，各所管課で実施。
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６ 【参考】石巻市における復興組織の遷移

【部設置前】

～H24.1.31

復興対策室
H23.4.11

【震災復興部】

H24.2.1～H25.7.31
【復興政策部と復興事業部】

H25.8.1～H29.3.31
【復興政策部、復興事業部、半島復興事業部】

H29.4.1～R3.3.31

基盤整備課基盤整備課

復興政策課
H24.2.1

協働プロジェクト

推進課

(復興政策部)

復興政策課

【復興政策部、復興事業部】

R3.4.1～

ICT総合推進室
H27.4.1

復興政策課

地域協働課

ICT総合推進室

地域協働課
地域協働課
H27.4.1

基盤整備課

地域振興課
地域振興課
H27.4.1

復興政策課

新産業創造課

基盤整備課

震災伝承推進室

(復興政策部)

復興政策課

地域振興課

ICT総合推進室

基盤整備課

震災伝承推進室

地域協働課

(復興事業部)

(復興政策部)

復興政策課

地域振興課

ICT総合推進室
R3.4.1

地域協働課

震災伝承推進室

基盤整備課

H23.5.1
基盤整備課

(復興事業部)

基盤整備課 基盤整備課

(復興事業部)

基盤整備課

集団移転推進課
H24.5.1

土地利用課

H24.7.1

区画整理課

H25.1.1

土地利用住宅課
復興住宅課
H24.7.1

半島拠点整備課

H28.4.1

漁業集落整備課
H25.8.1

区画整理課
区画整理課

H30.4.1

市街地再開発整

備課

区画整理1課
H25.8.1

区画整理1課 区画整理1課

復興住宅課

区画整理2課
H25.8.1

区画整理2課 区画整理2課

用地管理課

H26.4.1

復興住宅課 復興住宅課

土地利用課

H25.8.1

集団移転対策1
課

集団移転推進課
H26.4.1

集団移転推進課

用地管理課

集団移転対策2
課

用地課H26.4.1 用地課

市街地整備課

集団移転推進課

復興住宅課 H31.4.1廃止

集団移転推進課

用地課

市街地再開発整

備課 H27.4.1

区画整理1課

区画整理2課

復興住宅課

集団移転推進課

市街地整備課

H30.4.1

用地課 H31.4.1 基盤に統合

H31.4.1区画、基盤に統合

宅地管理課
R3.4.1

半島拠点整備推

進課

漁業集落整備課漁業集落整備課
漁業集落整備課

H29.4.1

(半島復興事業部)

区画整備課

半島整備推進課

R3.4.1
半島拠点整備課

H29.4.1
半島拠点整備推

進課

用地管理課 H30.4.1集団に統合

課の遍歴です。横に読んでいって下さい。
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７ 【参考】他自治体の復興組織（海南市・大船渡市）

6



８ 【参考】高知県復興組織体制（草案）
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